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経常収支
令和 ３年度（鉄軌道事業）

輸送人員の推移 鉄軌道部門社員数の推移
（単位：人）

出典：鉄道統計年報及び鉄道局調べによる

年度

社
員
数

年度

（単位：千万人）

出典：鉄道統計年報及び鉄道局調べによる
※昭和６３年度以降に開業した事業者を除く７０社※昭和６３年度以降に開業した事業者を除く７０社

輸
送
人
員

地域鉄道の現状

昭和６２年度から約２９％減少

ピーク時（平成３年度）から
令和元年度にかけて約２２％減少

さらに、コロナ影響により、
令和３年度は令和元年度比で約２４％減少
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施設の現状車齢

老朽化が進み安全設備更新の資金負担が事業継続のネック。

また、安全性向上・バリアフリーなど新たなニーズへの対応が困難。

※鉄道局調べ（令和３年度末実績） 地域鉄道事業者（９５社）

内燃車の耐用年数 11年
電車の耐用年数 13年

トンネルの耐用年数

（60年）超 約３８％
橋りょうの耐用年数

（40年）超 約８１％

数量数量

トンネル・橋りょうの経過年数別施設数

※鉄道局調べ（令和３年度末実績） 地域鉄道事業者（９５社）
※割合は不明分を除く
※ トンネル・橋りょうの耐用年数は、材質によって異なる場合がある。


